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みえ森と緑の県民税（制度最終案）について 

 

平成 30 年 7 月 24 日 

  

1．はじめに 

県では、「森林づくりに関する税検討委員会」からの答申をうけ、森林を取り巻く新たな行政課題

に対応するために、山崩れや洪水等災害発生のリスクを軽減するような新たな森林整備を進める施策

と、そのような森林づくりを県民全体で支える社会をつくるための施策を進めるため、平成 26 年度

より「みえ森と緑の県民税」を導入しました。 

「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」の 2 つの基本方針に伴う 5 つ

の対策に沿った事業を、県と市町で役割分担のうえ実施し、毎年度「みえ森と緑の県民税評価委員会」

において事業内容や成果について評価を行い、その結果を公表してきたところです。 

平成 30 年度末をもって、税導入から 5 年が経過することから、これまでの取組状況について評価・

検証を行い、見直しを行います。 

 

2．みえ森と緑の県民税制度の継続  

県と市町がそれぞれの役割に応じ、2 つの基本方針に沿った対策を行ってきました。 

基本方針 1「災害に強い森林づくり」においては、県が主体となって「土砂や流木を出さない森林

づくり」、市町が主体となった「暮らしに身近な森林づくり」を実施しました。災害緩衝林整備は目

標を概ね達成するとともに、平成 26～28 年度には 16,744m3 の危険木等の除去を行いました。これ

らの取組については、県民から一層の取組強化を求める声がある中で、崩壊土砂流出危険地区以外に

おける災害緩衝林の整備や、未整備の人工林の面的な間伐等を進める必要があること、また高齢化や

担い手不足により、地域の身近な森林整備が困難となっている課題があります。 

基本方針 2「県民全体で森林を支える社会づくり」においては、県と市町が「森を育む人づくり」、

市町が主体となった「木の薫る空間づくり」「地域の身近な水や緑の環境づくり」を行ってきたとこ

ろです。これらの取組が進展することにより、税導入以前に比べ、森林環境教育・木育の輪が広がる

とともに、県内全域で木や自然に触れ合う機会が増加しました。一方、税の認知度が未だ低迷してい

ることを考慮すると、県民税の主旨が十分浸透したとは言い難いことから、木を使うことが森林の整

備につながるといった「緑の循環」や、森と海は繋がっているという大きな視点の理解を深める必要

があり、取組を通じてより一層の県民の意識醸成を図っていく必要があります。 

引き続きこれらの課題を解決していくため、「災害に強い森林づくり」と一体となった「県民全体

で森林を支える社会づくり」を強力に進めていく必要があることから、制度の見直しを行い、継続す

ることとします。 

 

3．5 つの対策ごとの実施状況 

これまで、みえ森と緑の県民税制度案（平成 25 年 3 月）に基づき、2 つの基本方針に伴う 5 つの

対策（土砂や流木を出さない森林づくり、暮らしに身近な森林づくり、森を育む人づくり、木の薫る

空間づくり、地域の身近な水や緑の環境づくり）に取り組んできました。 
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（対策2：暮らしに身近な森林づくり） 

［取組状況］ 

 市町が中心となり、地域の団体等が主体となって取り組む里山整備への支援や竹林の整備、安全な

暮らしを確保するための人家裏や通学路に隣接した箇所における危険木の除去等を実施しました。ま

た、地域特有の景観の保全や病害虫被害の拡大防止を目的に、被害を受けた木の伐倒駆除等を行いま

した。 

 水源かん養機能の向上等を目的に、重要な水源となる森林の公有林化や特定水源地域の森林の整備、

森林の針広混交林化を進める取組等を実施しました。 

23 市町で 78 事業、合計 305,759 千円の事業を実施しました。 

［課題］ 

  事業を進めるうえで、以下のような課題があることがわかりました。 

・税を活用するうえで、事業の必要性を十分に吟味する必要がある。 

・発注時におけるより一層の透明性の確保が必要である。 

・特定水源地域や水源地域において、今後も水源かん養機能を維持する森林整備を進める必要がある。 

・木材生産に適さない森林を更新するに当たっては、将来の管理コストも含めて検討する必要がある。 

（対策3：森を育む人づくり） 

［取組状況］ 

 県では、森林環境教育や木育を推進するため、「森を育む人づくり推進事業」として、森づくり推

進員による学習のコーディネートや、教育活動に携わる人材育成等を行う「みえ森づくりサポートセ

ンター」の設置、学校教育で活用できる副読本の作成、新たな木製遊具の開発やそれに触れ合う機会

を設けました。 

市町では、小中学校における森林環境教育を推進する事業の実施や木製の机・椅子の導入の促進、

地域住民を対象とした木工教室や森林への理解を深める講習会や講座等を開催しました。 

 森を育む人づくり推進事業は、県では「みえ森づくりサポートセンター」の運営を中心に、合計

84,097 千円の事業を実施しました。 

市町においては、25 市町で 89 事業、合計 197,045 千円の事業を実施しました。 

［課題］ 

  事業を進めるうえで、以下のような課題があることがわかりました。 

・森林環境教育・木育の指導者に加え、森林・林業全般を担う人材の育成を進める必要がある。 

・取組を継続するとともに、地域の特性や学校の実情に応じ、森林環境教育・木育を県内全域で進め

る必要がある。 

・学校関係者へ取組の一層の周知を図る必要がある。 

（対策4：木の薫る空間づくり） 

［取組状況］ 

 市町が中心となり、県産材を活用し、小学校や公民館等、暮らしに身近な公共施設の木造化を行い

ました。また、庁舎や鉄道車両等、住民に接する機会の多い施設等の木質化を行いました。加えて、

木に触れる機会を増大することを目的とし、公共施設等への木製備品の導入を行いました。 

林地残材を木質バイオマスとしての活用を推進するため、木材搬出への支援を行いました。 
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19 市町で 69 事業、合計 394,780 千円の事業を実施しました。 

［課題］ 

  事業を進めるうえで、以下のような課題があることがわかりました。 

・木造住宅建築への支援については、税の趣旨を十分に理解して実施する必要がある。 

・木材利用は森林の保全につながることを、県民に対して更に周知する必要がある。 

・多様な主体と連携し、木材利用の効果や価値、意味を広く県民に周知していく必要がある。 

（対策5：地域の身近な水や緑の環境づくり） 

［取組状況］ 

 市町が中心となり、森林や自然と触れ合う住民の機会を増やすため、散策路や付帯施設の整備を行

いました。また、学校や保育所、子育て支援施設の緑化を行いました。 

 地域での緑豊かな環境を整備するため、地域の団体等に助成を行いました。 

11 市町で 23 事業、合計 61,755 千円の事業を実施しました。 

［課題］ 

  事業を進めるうえで、以下のような課題があることがわかりました。 

 ・生物多様性の保全を含めた、地域での森林の環境保全活動を進める必要がある。 

・事業の実施に当たっては、税の趣旨に合致する内容かどうか十分に吟味する必要がある。 

・多くの県民が森林に親しみ、触れることのできる機会を充実させる必要がある。 

・都市部などにおいて、より住民の暮らしに身近な場所で木や緑に親しむ機会を増加させる必要があ

る。 

（3）制度運営等全般にかかること 

県では、制度を円滑に運営するための事務や基金運用を行いました。また、税の目的や意義、成果

を発信することを目的に、成果報告会の開催と成果報告書の作成、ホームページや Facebook「みん

なで支える森林づくり・三重」等、各種媒体を活用した広報活動を行いました。 

また、みえ森と緑の県民税評価委員会では委員による事業の評価を行い、その結果を公表しました。 

［課題］ 

以下のような課題があることがわかりました。 

 ・県民に対し、税の目的や成果を十分に広報する必要がある。 

 ・評価委員会委員に「災害に強い森林づくり」を専門とする有識者を登用する必要がある。 

 ・国が導入を予定している「森林環境譲与税（仮称）」とみえ森と緑の県民税の関係を整理する必要

がある。 

 

4．国が創設する「森林環境譲与税（仮称）」との関係 

平成 31 年度の導入が予定されている「森林環境譲与税（仮称）」は、「新たな森林管理システム」

に基づく、市町が実施する条件不利地の間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や普及啓発

等の森林整備及びその促進に関する費用に充当されることとなります。一方、みえ森と緑の県民税の

導入以降、「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」を進めてきましたが、

森林を取り巻く課題は未だ多くあるのが現状です。そのため、森林環境譲与税（仮称）と一体で活用

することにより、対策が一層進むことが期待されます。 
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後述の県と市町の役割分担を踏まえ、みえ森と緑の県民税と森林環境譲与税（仮称）それぞれの目

的・使途を明確にするためのガイドラインを作成することにより、双方を有効に活用することとします。 

 

5．平成 31～35 年度の制度に関する基本的な考え方 

制度を設計するにあたり、これまでの制度のうち、検討が必要となる項目を抽出することを目的に、

市町、関係団体からの意見聴取、県民参加のワークショップ（みえ森づくりワークショップ）の開催、

アンケート調査を行いました。この結果を基に、以下のとおり基本的な考え方を定めます。 

（1）税率・課税方法等 

・市町や関係団体、県民参加のワークショップから、今後も継続して「災害に強い森林づくり」と

「県民全体で森林を支える社会づくり」に基づいた課題に対応していく必要があると、9 割以上の

意見があったことから、2 つの基本方針は継続して実施することとします。 

・対策を進めていくために必要となる経費を確保すること、また県民税における個人分と法人分の

税収割合の維持、県民の皆さんの過重な負担にならないこと等を総合的に考慮して、税率は変更し

ないこととします。 

・納税しやすい仕組みであり、徴税コストを抑えることのできる「県民税均等割の超過課税方式」

を継続して採用することとします。 

・一般財源と区分し、森林づくりのために使われることを県民の皆様に対して明らかにする必要が

あることから、県による基金を継続して設置することとします。 

・第三者による評価の実施を求める意見を踏まえ、継続して「みえ森と緑の県民税評価委員会」を

設置し、事業評価を行うこととします。 

（2）「三重の森林づくり基本計画」との関係 

 県では、森林を県民の共有財産と捉え、国、県、市町、事業者、森林所有者等及び県民一人ひと

りが、それぞれの責任と役割に応じて互いに協働しながら豊かで健全な姿で次代に引き継いでいく

ため、平成 17 年に「三重の森林づくり条例」を制定し、それに基づくマスタープランとして「三

重の森林づくり基本計画」を策定しています。 

 具体的な計画にのっとり、みえ森と緑の県民税が目標達成にあたってどのように活用され、課題

解決に貢献したかを明らかにすることが望ましいという意見を踏まえ、みえ森と緑の県民税を活用

する事業の実施に当たっては、平成 30 年度に改定を行う予定である「三重の森林づくり基本計画」

に位置付けることとします。 

（3）税を活用した事業を行ううえでの3原則 

 これまで以上に創意工夫のある事業構築を行いたいという意見を踏まえ、みえ森と緑の県民税を

活用した事業を実施するに当たっては、以下の 3 つの原則によることとします。 

【原則1】 「2つの基本方針と5つの対策」に沿った内容であること。 

【原則2】 新たな森林対策として実施する新規又はこれに準ずる取組であること。なお、税導入

以前から取り組まれている事業の場合は、新たな視点を取り入れた対策とすること。 

【原則3】 直接的な財産形成を目的とする取組でないこと。 
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■みえ森と緑の県民税制度最終案の変更点 

章 該当箇所 変更内容 理由 

2．みえ森と緑

の県民税制度

の継続 

本文 基本方針 2「県民全体で森林を支え

る社会づくり」においては、県と市

町が「森を育む人づくり」、市町が

主体となった「木の薫る空間づく

り」「地域の身近な水や緑の環境づ

くり」を行ってきたところです。こ

れらの取組が進展することにより、

税導入以前に比べ、森林環境教育・

木育の輪が広がるとともに、県内全

域で木や自然に触れ合う機会が増

加しました。一方、税の認知度が未

だ低迷していることを考慮すると、

十分浸透したとは言い難いことか

ら、木を使うことが森林の整備につ

ながるといった「緑の循環」や、森

と海は繋がっているという大きな

視点の理解を深める必要があり、 

取組を通じてより一層の県民の意

識醸成を図っていく必要がありま

す。 

流木の漂着が多い鳥羽市の意見を

反映しました。 

4．国が創設す

る「森林環境譲

与税（仮称）」

との関係 

本文 後述の県と市町の役割分担を踏ま

え、みえ森と緑の県民税と森林環境

譲与税（仮称）それぞれの目的・使

途を明確にするためのガイドライ

ンを作成することにより、 双方を

有効に活用することとします。 

パブリックコメントや市町の、県民

税と森林環境譲与税のすみ分けを

明確にすることを望む意見を反映

しました。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

①．基本方針 1 

災害に強い森

林づくり 

対策１．土砂

や流木による

被害を出さな

い森林づくり 

対策の基本的

な考え方 

土砂や流木によって人家や公共施

設、沿岸及び漁業等 に被害が及ば

ないように、洪水緩和や土砂災害防

止機能等の森林の働きを発揮させ

るために必要な対策を進める。 

流木の漂着が多い鳥羽市の意見を

反映しました。 

6．「みえ森と緑 （1）主な事業 ③ 水源林等の公有林化・整備  共通の目的達成を図る取組として、
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の県民税」を活

用した施策 

①．基本方針 1 

災害に強い森

林づくり 

対策１．暮ら

しに身近な森

林づくり 

想定事業の例 

水源林として重要な森林や、防災・

減災の観点から公的管理が望まし

い森林について、公有林化や整備を

実施する。 

公有林化と森林整備を1つの項目に

まとめました。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

本文 

将来にわたり「災害に強い森林づく

り」を引き継いでいくため、森林環

境教育や木育に携わる人材の育成

や、学校等における取組の推進、県

民の森林への理解を深めるための

場の整備等、県民全体で森林を支え

る社会づくりを進めます。 

後述の対策 4 の見直しに併せ、記述

内容を変更しました。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

対策３．森を

育む人づくり 

対策の基本的

な考え方 

「災害に強い森林づくり」を将来に

引き継ぎ、また森林や緑を大切に思

い・育む人づくりのため、森林環境

教育や木育に携わる人材の育成や、

教育活動を進める。  

未就学児や 児童、生徒をはじめ、

様々な県民に森林や木材について

学び・ふれあう場を提供し、森と県

民との関係を深める対策を進める。 

後述の対策 4 の見直しに併せ、記述

内容を変更しました。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

対策３．森を

育む人づくり 

想定事業の例 

① 三重の森林づくりを担う人材

の育成 

「災害に強い森林づくり」「県民全

体で森林を支える社会づくり」を担

う人材の育成を進める。 

② 森林環境教育推進体制づく

り・森林づくり技術者の育成 

「みえ森づくりサポートセンター」

の運営を通じ、森林環境教育・木育

指導者の養成や一定レベル以上の

技術を修得させるための研修会の

開催、学校教育、保育関係者等を対

象とした研修を実施する。 

③ 学校等における森林環境教

育・木育の実施 

学校等において、実情に応じ、子ど

未就学児を対象とした事業実施と

のパブリックコメントを受け、反映

しました。 

また、後述の対策4の見直しに併せ、

想定事業の例に記載されている「④

森林環境教育・木育が行える場の整

備」と「⑤県産材を活用した木製備

品の小中学校等への配備」、「⑥森林

とふれあう機会の創出」について

は、対策 4 または 5 へ移行を行いま

した。 
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もたちが森林について学ぶための

森林環境教育・木育や野外体験保育

等の活動を実施する。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

対策４．木の

薫る空間づく

り 

【対策名称の変更】 

森と人をつなぐ学びの場づくり 

これまでの評価委員会での議論や、

森林環境譲与税（仮称）の使途との

関係を考慮し、県民税を活用した事

業を実施するうえでは、単なる木造

化・木質化ではなく、森林環境教

育・木育の取組を実施する場の整備

や、多様な主体が森林とふれある場

の創出など、森と木や人が密接にか

かわり、森林整備の必要性や木材利

用の価値を理解し、次のアクション

に繋げるための場づくり、機会づく

りを主とする対策に見直します。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

対策４．森と

人をつなぐ学

びの場づくり 

対策の基本的

な考え方 

未就学児や 児童、生徒をはじめ、

様々な県民に森林や木材について

学び・ふれあう場を提供し、森と県

民との関係を深める対策を進める。 

対策 4 の見直しを反映しました。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

対策４．森と

人をつなぐ学

びの場づくり 

想定事業案 

① 森林環境教育・木育が行える場

の整備  

子どもたちの森林環境教育・木育

や野外体験保育に活用できる場の

整備やリニューアルを図る。  

② 多様な主体が森林とふれあう

場の創出 

都市住民と山村地域との交流等、

多様な主体が連携しながら森林と

ふれあい、体感できる学びの場づく

りを促進する。 

 

等、「森と人をつなぐ学びの場づ

くり」に資する事業 

対策 4 の名称変更に合わせて、想定

事業案を見直しました。 
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6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（1）主な事業 

②．基本方針

２ 県民全体

で森林を支え

る社会づくり 

対策５．地域

の身近な水や

緑の環境づく

り 

想定事業案 

① 森林の総合利用のための整備 

森林浴等癒しや健康増進のために

森林を活用できるよう、遊歩道・ベ

ンチの設置等を行う。 

② 生物多様性の保全 

森林の多面的機能の一つである、生

物多様性の保全に資するため、自然

環境・生物多様性に係る情報の収

集、調査やデータベースの整備を行

う。また、活動団体等への支援を行

う。 

③ 住民等による海岸漂着流木等

の回収活動に対する支援 

住民等の団体による海岸漂着流木

等の回収活動を進める。 

 

等、「地域の身近な水や緑の環境づ

くり」に資する事業 

①については、対策の整合を確保す

る観点から、対策 4 へ森林環境教育

に関する部分を移行しました。 

また、③については、従来通り、対

策 5．で取り組める内容ですが、流

木の漂着が多い鳥羽市の意見を反

映し、事業案として明記しました。 

 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（2）必要とな

る経費 

対策 

経費 想定事業案の対策間の移行に伴い、

対策 3～5 にかかる経費の見直しを

行いました。 

なお、総額に変更はありません。 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（3）地域の実

情に応じて実

施する対策へ

の支援 

①．市町交付

金制度 

本文 

このような状況を考慮し、市町が地

域の実情に応じて創意工夫して森

林づくりの施策を展開する、また県

と市町が連携して取り組む 施策の

ために必要な交付金制度を引き続

き実施します。 

後述 

6．「みえ森と緑

の県民税」を活

用した施策 

（3）地域の実

情に応じて実

施する対策へ

の支援 

③．市町交付

金配分の考え

方 

交付金額は、上記の役割分担を踏

まえ、県と市町の配分を概ね 5：5

とします。 

市町毎の配分は、森林面積や人口

などを算定基礎として一定のルー

ルに従って配分する「基本枠」と、

県と市町が連携して取り組むべき

課題に対し、市町からの事業量の申

請に応じて配分する「連携枠」を新

たに設けます。また、森林面積の寡

市町交付金の配分について、市町の

意見聴取を行った結果、市町交付金

配分の考え方を左記のとおりとし

ました。 
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用した周知活動にこれまで以上に

取り組んでいくこととします。ま

た、今後導入が予定されている「森

林環境譲与税（仮称）」とみえ森と

緑の県民税を一体で活用したこと

による相乗効果やその成果につい

て、県民の皆様にお知らせすること

とします。 

 



 

 

みえ森と緑の県民税市町交付金事業の概要 

平成３０年７月 

 

 

この事業は、「災害に強い森林づくり」及び「県民全体で森林を支える社会づくり」

を推進するという「みえ森と緑の県民税」の趣旨（以下「趣旨」と言う。）に則って、

市町が地域の実情に応じて創意工夫して森林づくりの施策を展開すること、また県と

市町が連携して課題解決に取り組むことができるよう、予算の範囲内でみえ森と緑の

県民税市町交付金（以下「市町交付金」と言う。）を交付するものです。 

 

１．市町交付金の総額 

毎年度のみえ森と緑の県民税の税収から制度の運営に必要な経費を除いた残りの

概ね半分を市町交付金の総額とします。（5年間の総額で、県：市町を概ね 5：5とす

る。） 

 

２．市町への配分方法 

市町交付金には、森林面積や人口を算定基礎として一定のルールに従って配分する

「基本枠」と、県と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町からの事業量の

申請に応じて配分する「連携枠」、森林面積が寡少（100ha未満または森林率が 10％

未満）な市町に対し、市町からの事業計画申請等に基づいて配分する「加算枠」が

あります。 

基本枠の総額と連携枠と加算枠を合算した額の割合は、市町交付金の総額に対し、

概ね 2：1の割合とします。 

 

基本枠 
均等配分（各市町へ均等に一定額を配分）、人口配分（市町の人口割合に応じて配分）、森林面積

配分（市町の森林面積割合に応じて配分）の 3つの配分方法を組み合わせて配分します。 

連携枠 
面的な森林整備や獣害対策など、県と市町が連携して取り組むべき課題に対し、市町からの事業

量の申請に応じて配分します。 

加算枠 
森林面積が寡少（100ha未満または森林率が 10％未満）の市町に対し、市町からの事業計画申請

等に基づいて配分します。 

 

１）基本枠の配分 

均等配分を１市町当たり 500万円とし、残りを市町の人口と森林面積に応じて配分

しますが、この時の配分割合は人口：森林面積＝1：1とします。 

この考え方に基づいて算出された額を毎年度当初に県から全ての市町に内示し、交

付を受ける市町は、県に交付申請を行います。 

２）連携枠の配分 

交付を希望する市町は、事業実施前年度に県に希望する事業量を申請します。県は

申請内容を審査し、配分額を決定します。 

新年度（＝事業実施年度）当初に県から該当市町に交付額を内示し、これを受け、

市町が県に交付申請を行います。 

３）加算枠の配分 

交付を希望する市町は、事業実施前年度に県に申請書を提出します。県は申請内容

を審査し、その結果を市町に通知します。 

新年度（＝事業実施年度）当初に県から該当市町に交付額を内示し、これを受け、

市町が県に交付申請を行います。 

なお、加算枠には 5年間の申請上限額を設け、その額を 1,000万円とします。 

 

資料８ 




